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はじめに 

内閣府の発表した『2015 年版高齢社会白書』によると、65 歳以上の高齢者の数は過去最高の 3300

万人に達し、総人口の 26.0％を占めており、日本社会の高齢化の進展がいかに急激に進んでいるの

か分かる結果となった。企業の経営者も例外ではなく、平均年齢が年々上昇を続ける中で、60 代の

経営者の半数以上が後継者不在になっている状況も判明しており〈帝国データバンク『後継者問題

に関する企業の実態調査』（2014 年 7 月）〉、トップの高齢化にどう向き合うのか、企業はその対応を

求められている。 

帝国データバンクは、2015 年 12 月末時点の企業概要ファイル「ＣＯＳＭＯＳ２」（約 146 万社収

録）から「株式会社」「有限会社」114 万 9108 社のデータを抽出。社長の年齢と 2015 年の 1年間に

おける社長の交代状況について分析した。なお、前回調査は 2015 年 1 月に実施。 

調査結果（要旨） 

１．社長の平均年齢は、2015 年に 59.2 歳と過去最高を更新。また、社長交代率を見ると、2015 年

は 3.88％となり、3年連続で前年を上回った 

２．業種別に社長の平均年齢を見ると、最も高いのは不動産業の 61.1 歳。次いで、製造業の 60.7

歳、卸売業の 60.2 歳が続く。不動産業の高齢化が際立つ一方、携帯電話ショップなどを含む「通

信付帯サービス」やＩＴ関連業種の平均年齢が低い 

３．年商規模別の平均年齢を見ると、「1000 億円以上」の 60.9 歳が最も高く、「1億円未満」の 60.0

歳がこれに続いた。規模が小さいほど 70 代や 80 歳以上の社長が多くなっている 

４．都道府県別に見ると、最も平均年齢が高かったのは岩手県の 61.3 歳で秋田県の 60.9 歳がこれ

に続き、東北地方での高齢化が目立つ 
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１．平均年齢と社長交代率の推移 

社長の平均年齢を見ると、2015 年は 59.2 歳と過去最高を更新した。1990 年以降一貫して上昇を

続けており、社長の高齢化は着実に進展している。社長交代率（＝1年の間に社長の交代があった企

業の比率）を見ると、2015 年は 3.88％

で、3 年連続で前年を上回り、リーマ

ン・ショック以来低下傾向にあった交代

率は回復の兆しが見え始めている。 

また、2015 年に社長が交代した企業

を新旧代表の平均年齢からみると、前代

表が67.0歳、新代表が50.8歳となった。

おおむね代表の年齢が高齢者に分類さ

れる 65 歳を過ぎた後に代表交代が行わ

れ、平均して 16.2 歳若返りが図られて

いることが分かった。 

 

 

 

２．業種別 

業種別に社長の平均年齢を見ると、最も高かったのは不動産業の 61.1 歳。次いで、製造業の 60.7

歳、卸売業の 60.2 歳が続いた。年代の分布を見ると、不動産業は 70 代や 80 歳以上の社長が他業種

に比べ多いため平均年齢が高いことがわかる。また、製造業では 30 代や 40 代の社長が少ないこと

で、平均年齢が押し上げられていることがうかがえる。 

【業種別】社長の年代構成比 （歳） （％）
業種 平均年齢 30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上

建設業 58.3 0.2 4.6 20.8 24.7 33.6 13.7 2.4
製造業 60.7 0.1 2.8 15.5 24.8 35.0 17.9 3.9
卸売業 60.2 0.1 3.5 16.3 25.0 34.1 17.1 3.8
小売業 59.3 0.3 5.1 17.6 24.7 32.5 15.7 4.1

運輸・通信業 59.0 0.2 3.9 18.7 26.4 32.6 15.0 3.1
サービス業 57.7 0.4 6.2 19.3 27.2 32.1 12.4 2.4
不動産業 61.1 0.2 4.5 15.8 22.0 31.1 19.3 7.0
その他 58.3 0.3 5.5 17.5 26.9 35.4 11.4 3.0
全体 59.2 0.2 4.5 18.3 25.1 33.3 15.2 3.4

年 1990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02

交代率（％） 4.58 4.96 4.89 4.91 4.06 3.86 4.16 3.98 4.23 4.19 4.09 4.30 4.17

平均年齢（歳） 54.0 54.3 54.5 54.8 55.1 55.4 55.6 55.9 56.1 56.3 56.6 56.8 57.0

年 2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

交代率（％） 4.28 4.15 4.09 4.25 4.36 4.22 4.34 3.90 3.88 3.61 3.67 3.83 3.88

平均年齢（歳） 57.2 57.4 57.7 57.9 58.1 58.2 58.3 58.4 58.5 58.7 58.9 59.0 59.2
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※対象は前代表、新代表ともに年齢が判明した 1万 9043 社 
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３．業種細分類別 

業種細分類別に社長の平均年齢を見ると、最も高かっ

たのは「貸事務所業」の 65.07 歳。上位には「土地賃貸」

や「貸間業」などの不動産業が多い結果となった。社長

の高齢化に伴う事業縮小の一方で、余剰となった土地や

フロアを貸し出した結果の賃料収入が本業を上回るよう

になったケースが多いためとみられる。 

一方、平均年齢が最も低かったのは、携帯電話ショッ

プに代表される「通信付帯サービス」の 47.38 歳で、「貸

事務所業」との差は約 18 歳と大きく開いた。このほか「ソ

フト受託開発」などのＩＴ関連の業種をはじめ、起業時

に設備投資への資金が掛からないサービス業などが目立

っている。 

 

 

４．年商規模別 

年商規模別の平均年齢を見ると、「1000 億円以上」の 60.9 歳が最も高くなり、「1億円未満」の 60.0

歳がこれに続いた。年代別での分布を見ると、60 代社長は年商規模が大きいほど多くなり、逆に小

規模企業で 70 代や 80 歳以上の社長が多くなっている。また、平均年齢の推移を見ると、年商 500

億円以上の企業では 1990 年と比べ若返りが起きているのに対し、「1億円未満」は 7.6 歳上昇。小規

模企業の社長の平均年齢は、事業継承の難しさや若者の起業減少もあって急激に上がり続けている。 

業種細分類別平均年齢

業種細分類
平均年齢

（歳）
貸事務所業 65.07
沿海旅客海運業 64.82
土地賃貸 64.60
ゴルフ場 64.12
圧力・流量計等製造 64.06
たばこ・喫煙具小売 63.97
他の暖房等装置製造 63.96
貸間業 63.86
火薬類卸 63.71
呉服・服地小売 63.66

保育所 53.50
ソフト受託開発 53.41
酒場，ビヤホール 52.18
知的障害者福祉事業 52.04
その他の廃棄物処理 51.73
中古自動車卸 51.61
各種商品通信販売 51.01
身体障害者福祉事業 50.32
あん摩はり等施術所 48.72
通信付帯サービス 47.38

※社長の年齢が判明した99万6869社を分類し、
    100社に満たない業種を除いて集計

～

【年商規模別】社長の年代構成比　 （歳） （％）
年商 平均年齢 30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上

1億円未満 60.0 0.3 4.6 16.7 23.2 33.7 17.1 4.3
1億円以上10億円未満 58.3 0.1 4.6 20.3 26.3 32.0 13.9 2.7
10億円以上50億円未満 58.3 0.1 3.8 18.6 28.9 35.2 11.6 1.8
50億円以上100億円未満 58.9 0.1 3.0 15.0 29.9 40.3 10.2 1.5
100億円以上500億円未満 59.5 0.0 2.0 12.0 31.1 45.2 8.6 1.3
500億円以上1000億円未満 59.5 0.0 2.1 10.4 29.9 50.5 5.8 1.4
1000億円以上 60.9 0.0 0.8 5.6 28.9 58.0 6.2 0.6

全体 59.2 0.2 4.5 18.3 25.1 33.3 15.2 3.4

【年商規模別】社長の平均年齢推移 （歳）
年商 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 対90年

1億円未満 52.4 54.6 56.5 58.2 58.9 60.0 ＋7.6
1億円以上10億円未満 54.0 55.2 56.4 57.3 57.8 58.3 ＋4.3
10億円以上50億円未満 56.0 56.9 57.5 57.6 58.0 58.3 ＋2.3
50億円以上100億円未満 57.3 57.9 58.2 58.3 58.8 58.9 ＋1.6
100億円以上500億円未満 58.4 58.7 59.0 58.4 58.9 59.5 ＋1.1
500億円以上1000億円未満 60.3 60.4 59.7 59.0 59.9 59.5 ▲ 0.8
1000億円以上 61.6 61.7 61.5 60.4 60.5 60.9 ▲ 0.7

全体 54.0 55.4 56.6 57.7 58.4 59.2 ＋5.2
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５．都道府県別 

都道府県別に見ると、最も平均年齢が高かったのは岩手県で、全国平均を2歳以上上回る61.3歳。

対して、最も低かったのは滋賀県の 57.8 歳となった。1990 年の平均年齢との比較では、秋田県（＋

7.1 歳）が最も上昇し、千葉・徳島・沖縄（＋6.7 歳）の 3県がこれに続いた。上昇幅が最も小さか

ったのは滋賀県（＋3.5 歳）で、経営者の高齢化が緩やかに進んでいることで、全国と比較して社長

の年齢が若い要因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都道府県別】社長の平均年齢推移 （歳）

都道府県 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 対90年
都道府県
平均年齢

岩手県 54.8 56.4 57.8 59.0 60.4 61.3 ＋6.5 47.4
秋田県 53.8 55.0 56.3 58.1 59.5 60.9 ＋7.1 49.3
島根県 55.1 56.0 57.1 58.3 59.2 60.7 ＋5.6 48.4
山形県 55.5 56.0 57.0 58.2 59.6 60.6 ＋5.1 47.6
高知県 54.1 55.5 56.7 57.7 59.0 60.5 ＋6.4 48.4
青森県 53.9 55.3 56.6 58.1 59.2 60.5 ＋6.6 47.0
新潟県 54.6 55.8 56.7 58.0 59.1 60.1 ＋5.5 47.0
長崎県 54.0 55.1 56.2 57.7 58.8 60.0 ＋6.0 46.8

神奈川県 53.5 55.2 56.8 58.1 59.0 59.9 ＋6.4 43.4
長野県 54.5 55.8 56.9 58.3 59.1 59.9 ＋5.4 46.6
徳島県 53.1 54.4 55.9 57.4 58.3 59.8 ＋6.7 47.6
静岡県 54.3 55.6 56.8 57.9 58.8 59.7 ＋5.4 45.4
北海道 54.3 55.8 56.9 58.0 58.9 59.7 ＋5.4 46.5
茨城県 53.3 54.3 55.9 57.5 58.5 59.7 ＋6.4 44.9
山梨県 53.1 54.5 55.9 57.1 58.4 59.7 ＋6.6 45.8
宮城県 53.9 55.4 56.5 57.9 59.0 59.7 ＋5.8 44.6
鳥取県 54.4 55.7 56.5 57.8 58.9 59.7 ＋5.3 46.9

鹿児島県 53.6 55.2 55.8 57.3 58.4 59.6 ＋6.0 46.8
千葉県 52.9 54.5 56.2 57.9 58.7 59.6 ＋6.7 44.3
富山県 55.0 56.1 56.6 57.8 58.7 59.6 ＋4.6 46.9
栃木県 53.0 54.4 56.0 57.9 58.9 59.6 ＋6.6 44.8
福島県 54.1 55.1 56.3 57.8 58.8 59.5 ＋5.4 46.1
佐賀県 54.6 55.4 55.9 57.0 58.2 59.5 ＋4.9 45.6
群馬県 53.4 54.8 56.2 57.7 58.4 59.4 ＋6.0 45.3
山口県 54.8 55.9 56.7 58.2 58.8 59.3 ＋4.5 47.7
香川県 54.7 56.3 57.0 58.1 58.6 59.2 ＋4.5 46.7
埼玉県 53.0 54.7 56.4 58.0 58.6 59.2 ＋6.2 43.6
福井県 53.5 54.7 55.7 57.0 58.0 59.2 ＋5.7 46.0

和歌山県 54.5 55.4 56.8 57.6 58.3 59.2 ＋4.7 47.3
広島県 53.9 55.1 56.6 57.6 58.2 59.1 ＋5.2 45.3
熊本県 52.7 54.1 55.4 57.0 57.9 59.1 ＋6.4 46.2
宮崎県 53.0 54.6 55.7 57.2 58.0 59.0 ＋6.0 46.5
岐阜県 54.6 55.4 56.2 57.3 57.9 58.9 ＋4.3 45.3
東京都 54.3 55.8 57.1 58.0 58.4 58.9 ＋4.6 43.8
大分県 53.7 54.7 55.8 57.2 58.0 58.8 ＋5.1 46.9
京都府 54.4 55.7 56.6 57.6 58.1 58.8 ＋4.4 44.8
愛媛県 53.8 55.0 56.1 57.2 57.9 58.7 ＋4.9 47.1
兵庫県 54.5 55.6 56.6 57.5 58.2 58.7 ＋4.2 44.9
奈良県 54.2 55.3 56.2 56.9 57.8 58.7 ＋4.5 45.4
岡山県 53.9 55.0 56.5 57.5 58.2 58.6 ＋4.7 45.7
石川県 54.2 55.1 55.9 57.1 57.8 58.6 ＋4.4 45.3
福岡県 53.5 54.8 56.1 57.1 57.5 58.5 ＋5.0 44.5
大阪府 54.5 55.8 56.9 57.5 57.8 58.3 ＋3.8 44.3
愛知県 54.2 55.2 56.3 57.2 57.6 58.3 ＋4.1 42.9
沖縄県 51.5 52.9 54.0 55.2 56.4 58.2 ＋6.7 40.7
三重県 53.9 55.0 55.9 56.9 57.4 58.0 ＋4.1 45.4
滋賀県 54.3 55.3 56.3 56.8 57.1 57.8 ＋3.5 43.1

全体 54.0 55.4 56.6 57.7 58.4 59.2 ＋5.2 45.0
※都道府県平均年齢は「平成22年国勢調査」（総務省統計局、2010年10月1日現在）による
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【 内容に関するお問い合わせ先 】 

（株）帝国データバンク 東京支社情報部 瓦田 

TEL 03-5919-9341 FAX 03-5919-9348 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。当レポートはプレスリリース用資料として作

成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を

超えた複製および転載を固く禁じます。 

まとめ 

今回の調査で、社長の平均年齢は 59.2 歳と過去最高を更新、社長交代率は 3年連続で前年を上回

る 3.88％となった。リーマン・ショックを機に 4％を割り込んでいた交代率は上昇の途上にあるこ

とがうかがえる。また、2015 年に社長交代を行った企業の前代表の年齢を調べると、平均で 67.0

歳となった。帝国データバンクの発表した〈全国「休廃業・解散」動向調査（2014 年）〉では、休廃

業・解散した企業の代表者は 60 代が最多、続いて 70 代となっており、社長の年齢が 60 代後半に差

し掛かったタイミングでの事業承継か、あるいはその前後で休廃業・解散を選択する企業が多いこ

とが浮き彫りとなった。 

また、年商規模別の結果では、「1 億円未満」における平均年齢の上昇が顕著で、1990 年から 7.6

歳上昇している。逆に年商 500 億円以上の企業では若返りが図られている現状から、小規模企業が

事業を承継するのは困難な状態が続いていることに加えて、平均年齢を引き下げる若者世代の創業

が減少していることも考えられる。 

社長の高齢化には地域や産業ごとにも差異が存在している。特に製造業は 30 代、40 代の社長の構

成比が最も低く、産業構造の変化もあるが、開業率の悪化が懸念されている。そのため代表高齢化

のデメリットとして、企業の活力低下のほか、製造業にとって重要な技術・ノウハウの継承が阻害

される可能性が高く、将来にわたって日本経済に与える影響は大きい。 

深刻化の一途をたどる、社長の高齢化。社長交代率にわずかに上昇の兆しが見られるものの、産

業の持続的な発展のためには、若者世代の起業活発化が必須な状況で、重点的な公的支援の充実が

期待される。 
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【参考データ】 

社長の出身大学上位50校（2015年）

順位 （前年） 出身大学
社長数
（人）

（前年） 増減

1 (1) 日本大学 22,196 (22,582) ▲386

2 (2) 慶應義塾大学 11,440 (11,703) ▲263

3 (3) 早稲田大学 10,826 (10,993) ▲167

4 (4) 明治大学 9,373 (9,580) ▲207

5 (5) 中央大学 8,337 (8,534) ▲197

6 (6) 法政大学 6,769 (6,971) ▲202

7 (7) 近畿大学 6,262 (6,243) ＋19

8 (8) 東海大学 5,703 (5,663) ＋40

9 (9) 同志社大学 5,555 (5,561) ▲6

10 (10) 関西大学 4,365 (4,475) ▲110

11 (14) 外国の大学 4,094 (3,853) ＋241

12 (11) 青山学院大学 3,984 (4,025) ▲41

13 (13) 専修大学 3,972 (3,985) ▲13

14 (12) 立教大学 3,951 (4,023) ▲72

15 (15) 立命館大学 3,656 (3,754) ▲98

16 (16) 関西学院大学 3,483 (3,576) ▲93

17 (17) 福岡大学 2,893 (2,902) ▲9

18 (18) 東洋大学 2,844 (2,868) ▲24

19 (19) 駒澤大学 2,756 (2,770) ▲14

20 (20) 甲南大学 2,681 (2,683) ▲2

21 (21) 東京大学 2,575 (2,577) ▲2

22 (22) 神奈川大学 2,531 (2,540) ▲9

23 (23) 名城大学 2,466 (2,488) ▲22

24 (24) 東京理科大学 2,160 (2,139) ＋21

25 (25) 京都産業大学 2,142 (2,136) ＋6

26 (26) 愛知学院大学 2,080 (2,087) ▲7

27 (28) 明治学院大学 1,973 (1,997) ▲24

28 (27) 大阪工業大学 1,962 (2,012) ▲50

29 (29) 東京農業大学 1,937 (1,940) ▲3

30 (30) 芝浦工業大学 1,778 (1,799) ▲21

31 (32) 拓殖大学 1,774 (1,784) ▲10

32 (31) 京都大学 1,770 (1,795) ▲25

33 (33) 東北学院大学 1,762 (1,783) ▲21

34 (34) 東京経済大学 1,715 (1,715) ＋0

35 (35) 工学院大学 1,598 (1,630) ▲32

36 (36) 学習院大学 1,569 (1,604) ▲35

37 (37) 成蹊大学 1,556 (1,589) ▲33

38 (43) 関東学院大学 1,484 (1,455) ＋29

39 (40) 國學院大学 1,474 (1,480) ▲6

40 (44) 獨協大学 1,463 (1,440) ＋23

41 (41) 東京電機大学 1,461 (1,469) ▲8

42 (39) 上智大学 1,460 (1,491) ▲31

43 (38) 大阪経済大学 1,459 (1,513) ▲54

44 (42) 国士舘大学 1,452 (1,457) ▲5

45 (45) 九州産業大学 1,418 (1,394) ＋24

46 (47) 立正大学 1,355 (1,347) ＋8

47 (46) 千葉商科大学 1,346 (1,350) ▲4

48 (48) 大阪大学 1,320 (1,334) ▲14

49 (49) 愛知大学 1,303 (1,332) ▲29

50 (54) 帝京大学 1,295 (1,198) ＋97
※1 増減は前年比、▲は減少、＋は増加

※2 対象は出身大学判明分で、2014年が27万7428人、15年が27万6688人

社長の出身地と社長輩出率（2015年）

順位 出身地
社長数
（人）

人口
（千人）

社長
輩出率（％）

1 福井県 11,480 790 1.45

2 山梨県 10,751 841 1.28

3 富山県 12,499 1,070 1.17

4 島根県 7,891 697 1.13

5 新潟県 26,183 2,313 1.13

6 山形県 12,627 1,131 1.12

7 香川県 10,699 981 1.09

8 徳島県 8,227 764 1.08

9 大分県 12,374 1,171 1.06

10 愛媛県 14,707 1,395 1.05

11 長野県 22,225 2,109 1.05

12 石川県 12,071 1,156 1.04

13 北海道 55,758 5,400 1.03

14 群馬県 20,011 1,976 1.01

15 福島県 19,390 1,935 1.00

16 佐賀県 8,349 835 1.00

17 鹿児島県 16,536 1,668 0.99

18 秋田県 10,081 1,037 0.97

19 青森県 12,779 1,321 0.97

20 宮崎県 10,746 1,114 0.96

21 高知県 7,003 738 0.95

22 鳥取県 5,436 574 0.95

23 山口県 13,143 1,408 0.93

24 広島県 26,341 2,833 0.93

25 岡山県 17,776 1,924 0.92

26 長崎県 12,325 1,386 0.89

27 栃木県 16,944 1,980 0.86

28 熊本県 15,351 1,794 0.86

29 和歌山県 8,273 971 0.85

30 岐阜県 17,263 2,041 0.85

31 岩手県 10,784 1,284 0.84

32 静岡県 30,147 3,705 0.81

33 三重県 14,482 1,825 0.79

34 京都府 19,214 2,610 0.74

35 宮城県 17,040 2,328 0.73

36 茨城県 20,926 2,919 0.72

37 福岡県 35,355 5,091 0.69

38 東京都 91,267 13,390 0.68

39 沖縄県 9,630 1,421 0.68

40 愛知県 47,385 7,455 0.64

41 兵庫県 33,648 5,541 0.61

42 大阪府 53,370 8,836 0.60

43 滋賀県 8,263 1,416 0.58

44 奈良県 7,246 1,376 0.53

45 千葉県 26,075 6,197 0.42

46 神奈川県 36,405 9,096 0.40
47 埼玉県 28,262 7,239 0.39

- 全国 944,738 127,083 0.74
※1 対象は出身地の判明した94万4738人

※2 人口は「人口推計」（総務省統計局、2014年10月1日現在）より


